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■ 配偶者控除とは

■ 

 専業主婦やパートなどの配偶者が
いる世帯に対し、世帯主の年収か
ら38万円を差し引いて所得税額を
計算し、負担を軽くする仕組み。
1961年に創設された。現在は配偶
者の給与収入が年103万円以下だ
と対象になる。
世帯主の所得が１千万円以下であ
れば、配偶者の給与が103万円を
超えても141万円未満なら配偶者
特別控除を受けられる。

配偶者控除の対象拡大検討

後見制度支援信託

 認知症などで判断能力が十分で
ない高齢者に代わって親族らが
成年後見人として財産を管理す
る際、現金を銀行に信託する制度
。生活費を定期的に口座に振り込
む事はできるが、入院などでまと
まった金額を引き出す際には、家
庭裁判所の指示書が必要となる。
後見人の財産管理を容易にする
役割もある。家庭裁判所の許可が
なければ解約もできない。

後見制度支援信託とは
  成年後見人の不正を防ぐため信託銀行な
どが協力して財産管理する「後見人制度支援
信託」の利用者数と信託財産額が2015年、
県内で過去最多となりました。一方で横領な
どの不正件数は増加傾向が続いています。
高まる社会的ニーズを背景に県内金融機関
も関心を持ち始めていますが、新たなシステ
ム投資が必要だそうです。   

　見直し議論を進めている配偶者控除の適用対象
を2017年度税制改正で拡大する方向で検討に入っ
たようです。
「103万円以下」としている配偶者の年収要件を引
き上げ、働く女性の後押しするとのこと。
新たな年収要件は、就労を促す効果や税収見通し、
関連する社会保険制度との兼ね合いを考慮して決
める方針で、150万円程度が軸になりそうです。
税収減を抑えるため、高所得者らへの増税で財源
を賄う事を検討しています。配偶者控除を廃止した
うえで働き方を問わずに適用される「夫婦控除」を
創設する案は当面見送りとなるようです。
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大切なお金のこと、
家族で気兼ねなく
話題にできると
  いいですね
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―配偶者がもらう遺産が変わる？
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現在、法務省で相続に関する民法の改正が議論されているのをご存知でしょうか。
高齢社会の進行にともない、法律の方も実態にあわせていこうという流れです。
その中で6月に法務省から中間試案が示されており、配偶者の相続割合が改正対象にあげら
れており、２つの案が出ています。

これらについては被相続人（亡くなった方）の財産が増えたのは夫や妻の
貢献だけによるものではない、など反対意見も多く出ているようです。
まだまだ試案の段階で、パブリックコメントなどで意見を集めてい
る段階ですが民法の大きな改正になるだけに注目ですね。

甲案

乙案

被相続人の財産が婚姻後に一定の割合以上増加した場合に、その割合に
応じて配偶者の具体的相続分を増やすという考え方
婚姻成立後、一定期間（例えば、２０年、３０年）が経過した場合に、一定の
要 件（例えば当該夫婦の届け出）のもとで、又は当然に、法定相続分を増や
すという考え方
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